
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大和市議会議員  あかみね太一  
【プロフィール】沖縄県那覇市出身。昭和 55年 11月 27日生まれ。    

妻とダウン症の１４歳の長女、１１歳の長男と８歳の次男の５人家

族。桜ヶ丘在住。防災士として講習会を開催している。 【討議資料】 

 政党や組織の支援を、一切受けずに大和市議会議員選挙に挑戦し３

期目の当選を果たす。議会改革の経験は市議会最長。防災や障害者福

祉政策に精通。令和元年、第６１代副議長に選出される。 

【発行・連絡先】あかみね太一ｔｅｌ＆ｆａｘ ０４６－２６８－８３３０ 

〒242-0024 神奈川県大和市福田６－１３－１フジコーポ福田３０１ 

 

価格高騰は食品も例外ではありません。学校給食 

に使用される食材の価格高騰による影響により、学 

校給食費の値上げが全国的な問題となっています。 

こうした事態に対し、文科省は、物価上昇に伴う家 

庭支援策として、新型コロナウイルス感染症の交付 

金を使用し、給食費の保護者負担軽減を行うことを 

自治体に要請するなど、学校給食費の値上げを抑制 

する動きもあります。 

お隣の藤沢市では、材料費等の価額上昇を学校給食費に転嫁せず据え置くとの報道がなされたことは

記憶に新しいことと思います。 

とはいえ、私もそうですが、子育て世帯、特に育ち盛りの複数の子供を育てている御家庭のことを考

えますと、本市の給食費がどのように変化するのか関心は決して少なくありません。 

世界的な情勢の変化や物価の変動が著しい中、長期的な見通しが難しい部分もありますが、今年度に

おいて大和市の学校給食費が値上げされるのか確認しました。 

■今年度は値上げ見送り 

 
 

■どうなる学校給食費 

 
 

教育部長より以下の通り回答をいただきました。 

「急激な物価高騰により食材料の調達等に苦慮して

いる状況となっており、今後も物価高騰が続く場合に

は、提供する給食の質、量等に影響が出ることが予想さ

れます。引き続き栄養バランスの取れた給食を安定して

提供できるよう、また、保護者等への負担増とならない

よう、原油価格・物価高騰等総合緊急対策として国から

示されております地方創生臨時交付金の活用も視野に

入れ、今年度の対応策について検討してまいります。」 

来年度以降の給食費の動向を注視する必要がありそ

うです。 



 

 

 

 

  

 

 

 

 

■意見交換会の開催を再開します。 

毎月最低一回、第４週の日曜日をベースに市内

の学習センターにて開催している意見交換会「み

ねスクエア」は、新型コロナウイルス感染拡大によ

り、開催を一時休止しておりましたが、不定期で再

開をいたします。 

開催情報のご確認やあかみねへのご質問・ご相

談は下記の連絡先まで、電話・FAX・メール、また

はメッセージでお寄せください。 
 

ツイッター    ＠ａｋａｍｉｎｅｍｉｎｅ 

電話・Ｆａｘ    046-268-8330 

メールアドレス ａｋａｍｉｎｅ1980@ｇｍａｉｌ．ｃｏｍ 
（恐れ入りますが、不在も多いので、ｆａｘやメールのほうが助か

ります） 

 

発行：大和カエル活動報告 「戦うお父さん」の活動報告みね
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■特別委員会への調査権限付与を提案 
 

 昨年５月、任期途中で退職した前金子副市長の辞職理由が「大木市長のパワーハラスメントによるもの

だった」ということが報道で明らかとなり、市議会では議会運営委員会で対応が協議されました。私は、

早急に調査を開始するために合意形成を図る必要から、強力な調査権限のある百条委員会を設置する道を

残している特別委員会の設置に賛成し、市長側に不誠実な対応や、回答が得られない状況があれば、より

重い百条委員会を移行するべきであると述べました。 

 しかし、これまで議会が行ったアンケート調査や参考人質疑に関して、市長に誠実にご対応いただいた

とは到底思えないような状況であり、調査に大きな影響が出ています。 

 百条委員会が調査を行うため特に必要があると認めるときは、関係者の出頭及び証言並びに記録の提出

を請求することができます。正当な理由なく、出頭もしくは記録を提出しないときや証言を拒む場合や、

虚偽の証言を行った際には罰則があります。 

現行の調査特別委員会には、百条委員会のような罰則はなく、強制力がありません。 

限られた時間の中で、議会が市民の行政に対する疑念を払拭し、公正な立場で真相を明らかにし、もっ

て市民サービス向上のため安心できる職場環境を継続するためには、アンケートの結果や参考人質疑の証

言を踏まえ、前副市長辞職等に関する調査特別委員会に百条調査権を付与し、更なる調査を行い、結果に

基づいた形で再発防止案を策定するべきと考えることから、調査特別委員会に百条調査権を付与し、百条

委員会とすることを提案いたしました。 

 

 

 

  


